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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：　　有
　 法人税等の計上基準等について一部簡便的な方法を採用しております。
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：　　有

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：　　有
　 連結（新規）　1社　（除外）　0社　持分法（新規）　0社　（除外）　0社

２．平成18年 3月期第3四半期財務・業績の概況（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年12月 31日）

(1)経営成績(連結)の進捗状況 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

四半期(当期)
純   利   益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年 3月期第3四半期 △ 20.3 - - -
17年 3月期第3四半期 △ 11.5 - - -
  (参考)17年3月期 △ 12.3 - - -

1株当たり四半期 潜 在 株 式 調 整 後

(当期)純利益
円  　銭   円  　銭   

18年 3月期第3四半期 -
17年 3月期第3四半期 -
  (参考)17年3月期 -
（注）①期中平均株式数　          　18年 3月期第3四半期  190,932,068 株　　17年 3月期第3四半期  71,050,388 株

　　　②売上高、営業利益、経常利益、当期利益におけるパーセント表示は、対前年四半期増減率を示しております。

　　　③潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益は、1株当たり四半期(当期)純損失が計上されているため、記載しておりません。

[経営成績 (連結) の進捗状況に関する定性的情報等]

△ 1,002
1,03963,985

80,292
103,390 △ 3,044 △ 6,431

△ 4,048
345

<周辺機器事業>
パソコン市場における価格競争は引き続き厳しい環境にあり、スリムＤＶＤスーパーマルチドライブの需要が伸

び悩んだ反面、従来機種や、ディストリビューション市場向けのドライブが堅調に推移しました。単価の下落や不
採算販売の抑制により販売高は下落しましたが、製造コストの削減や固定費削減を含むコストダウン効果により、
営業黒字となりました。平成17年10月から12月までの売上高は142億4千4百万円となり前年同期対比で18.4%の減少
となりましたが、営業利益は4億8千万円と前年同期の2億5千4百万円から改善しました。

売　　上　　高 営　業　利　益

【下記は、平成17年10月から12月までについての定性的情報を記載させて頂きますので、当第3四半期までの情報
につきましては、上記2.（1） 経営成績（連結）の進捗状況をご参照ください。】
当第3四半期のわが国経済は、原油価格の高騰等による不透明感はあるものの、企業収益の改善および設備投資

は増加し、個人消費も緩やかな改善がみられ、緩やかな回復基調にあります。当社の売上高の大きな部分を占める
パソコン業界におきましては、ノート・パソコン需要が引き続き市場をけん引しているものの、価格競争は依然と
して厳しい環境にあります。当社は、前連結会計年度末に実施しました希望退職等の固定費削減施策、製品のコス
トダウン等により、平成17年10月から12月までの売上高は248億6百万円（前年同期売上高270億3千5百万円）、営
業利益は6億6千4百万円（前年同期営業利益6億1千1百万円）となり、経常利益は2億7千5百万円（前年同期経常利
益1億1千2百万円）、四半期純利益は2億1千4百万円（前年同期四半期純損失46億1千1百万円）となりました。

１株当たり四半期(当期)純利益

△ 1,135
△ 14,197
△ 21,979

△ 199.83
△ 306.57

△ 6.36

経　常　利　益

1) 当期より、たな卸資産の評価基準及び評価方法を移動平均法による原価法から移動平均法による低価法へ変
更しております。この変更による影響額は軽微であります。
2）当期より、返品調整引当金を計上しております。会計処理方法の変更に伴い、当期期首にて過年度売上分に
対して2億7千5百万円を特別損失に計上、当四半期末にて引当額の洗替えを行い、当四半期末引当額2億9百万円
を売上原価に含めて計上しております。この変更により、営業利益及び経常利益は当四半期末洗替えに伴い6千6
百万円増加、税金等調整前四半期純損失は特別損失計上額を含め2億9百万円増加となります。
3）当期より、製品保証引当金を計上しております。会計処理方法の変更に伴い、当期期首にて過年度売上分に
対して1億1千9百万円を特別損失に計上、当四半期末にて引当額の洗替えを行い、当四半期末引当額1億3千4百万
円を販売費及び一般管理費に計上しております。この変更により、当四半期末洗替えに伴い営業利益及び経常利
益は1千4百万円増加、税金等調整前四半期純損失は特別損失計上額を含め1億3千4百万円増加となります。
4）従来、米国連結子会社は、出荷基準による売上計上を行っていましたが、米国の取引実態に合わせるべく、
着荷をもって売上を計上すべき取引について、売上計上基準を出荷基準から着荷基準に変更しております。この
結果、従来の方法によった場合と比較して、当四半期の売上高が226百万円減少し、売上総利益・営業利益及び
経常利益がそれぞれ78百万円減少し、税金等調整前四半期純損失が147百万円増加しています。
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(2)財政状態 (連結) の変動状況 （金額は百万円未満を切り捨てて表示してあります。）

1株当たり

株主資本

％

18年 3月期第3四半期 45,867 3,277 7.1 △ 3.79
17年 3月期第3四半期 49,677 627 1.3 8.83
  (参考)17年3月期 49,761 3,337 6.7 △ 3.47
（注）期末発行済株式数　　18年 3月期第3四半期  190,908,050 株　　17年 3月期第3四半期  71,016,711 株

【連結キャッシュ・フローの状況】 （金額は百万円未満を切り捨てて表示してあります。）

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円

18年 3月期第3四半期 △ 2,751 △ 298 9,651
17年 3月期第3四半期 △ 2,481 △ 354 10,801
  (参考)17年3月期 △ 4,533 △ 793 15,075

[財政状態 (連結) の変動状況に関する定性的情報等]

３．平成18年 3月期の連結業績予想（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

百万円 百万円 百万円

通　期
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）    △9円 97銭

※上記の予想は、現時点で得られた情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と

異なる結果となる可能性があります。

[業績予想に関する定性的情報等]

（参考）平成18年 3月期の個別業績予想（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

通　期
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  △7円 88銭

※上記の予想は、現時点で得られた情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と

異なる結果となる可能性があります。

期末

0.00 0.0062,500 0 △ 1,400 -

株主資本比率

売上高 経常利益 当期純利益

82,000 100

総　資　産

百万円

△ 325

<コンシューマ機器事業>
音楽制作用機器（ＴＡＳＣＡＭブランド）では、ミュージシャン用トレーニングツールや、マルチトラックレ

コーダー等が堅調に推移しましたが、一般ＡＶ機器（ＴＥＡＣブランド）で、豪州市場への出荷増等により売上高
は増加したものの、販売価格の下落により営業利益は減少しました。平成17年10月から12月までの売上高は90億2
千8百万円と前年同期対比で12.7%の増となりましたが、営業利益は4億9千7百万円と前年同期の9億6千9百万円から
減少しました。

<情報機器事業>
計測機器事業は、計測用レコーダの販売が落ち込みましたが、ビデオシステム事業と医用画像機器事業が堅調に

推移し、固定費の削減効果もあり営業利益は改善しました。平成17年10月から12月までの売上高は14億4千万円と
前年同期対比で2.4%の増となり、営業利益は1億2千万円と前年同期の営業損失1千6百万円から改善しました。

株　主　資　本

円　   銭

百万円 百万円 百万円

売上高 経常利益 当期純利益

1株当たり年間配当金
中間

百万円

　当第3四半期末の財政状態としましては、総資産は458億6千7百万円(前連結会計年度497億6千1百万円)、主な増
減は現金及び預金54億2千4百万円減、たな卸資産20億8千3百万円増であります。また負債の部は425億5千1百万円
(前連結会計年度463億8千8百万円)、主な増減は支払手形及び買掛金9億5千3百万円減、有利子負債（短期借入金及
び長期借入金）23億1千8百万円減であります。少数株主持分3千9百万円(前連結会計年度3千6百万円)、資本の部合
計は32億7千7百万円(前連結会計年度33億3千7百万円)となりました。その結果当第3四半期末の株主資本比率は
7.1%となり、前連結会計年度と比較して0.4%増加しました。

　当第3四半期（平成17年4月から12月）は、主として仕入れ債務の減少により、営業活動によるキャッシュ･フ
ローは27億5千1百万円のマイナス（平成17年10月から12月では5億2千4百万円のプラス）となりました。投資活動
によるキャッシュ・フローは2億9千8百万円のマイナス（平成17年10月から12月では1億1百万円のプラス）、財務
活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により26億9千9百万円のマイナス（平成17年10月から12月では
3億9千5百万円のマイナス）となりました。以上の結果、当第3四半期末の現金及び現金同等物期末残高は96億5千1
百万円となり、前連結会計年度末から54億2千4百万円の減少となりました。

通期の売上高、経常利益、当期純利益を見直した結果、新機種の開発遅れによる営業損益の悪化、リストラクチャ
リング費用等特別損失の発生が見込まれ、経常利益及び当期純利益は予想を下回ることが予想されますので、上記
のとおり修正します。

△ 1,800

（連結キャッシュ・フローの状況）

なお、「1株当たり四半期(当期)純利益」および「1株当たり株主資本」については、次ページ※1をご参照ください。

6,270

△ 2,699
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※1
「期中平均株式数」

18年 3月期第3四半期 17年 3月期第3四半期 (参考)17年3月期
株 株 株

普通株式
優先株式

Ａ種優先株式 ) ) )

「期末発行済株式数」
18年 3月期第3四半期 17年 3月期第3四半期 (参考)17年3月期

株 株 株
普通株式
優先株式

Ａ種優先株式 ) ) )

「平成18年 3月期第3四半期財務・業績の概況」指標算式
○1株当たり四半期(当期)純利益

当期純利益
普通株式の期中平均株式数

○1株当たり株主資本
期末資本の部合計額－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数

190,956,841

-    80,000,000

(80,000,000 (    -    (80,000,000

(80,000,000 (    -    (80,000,000

190,908,050 71,016,711
80,000,000 -    80,000,000

190,932,068 71,050,388 71,695,640
80,000,000
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［添付資料］

１．（要約）四半期連結貸借対照表

期別

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金　　額 増減率 金   額 構成比
(資 産 の 部) ％ ％ ％ ％

Ⅰ
現 金 及 び 預 金 9,651 15,075 △ 5,424 △ 36.0 10,801
受 取手形及び売掛金 12,832 13,171 △ 339 △ 2.6 14,982
有 価 証 券 - 200 △ 200 △ 100.0 -
た な 卸 資 産 14,645 12,562 2,083 16.6 15,598
そ の 他 2,278 2,315 △ 36 △ 1.6 1,869
貸 倒 引 当 金 △ 439 △ 584 144 △ 24.7 △ 635
流 動 資 産 合 計 38,967 85.0 42,739 85.9 △ 3,772 △ 8.8 42,615 85.8

Ⅱ
有 形 固 定 資 産 4,986 4,823 162 3.4 4,798
無 形 固 定 資 産 383 456 △ 72 △ 15.8 540
投 資 そ の 他 の 資 産 5,545 5,419 126 2.3 1,733
貸 倒 引 当 金 △ 4,014 △ 3,677 △ 337 9.2 △ 10
固 定 資 産 合 計 6,900 15.0 7,021 14.1 △ 121 △ 1.7 7,061 14.2

45,867 100.0 49,761 100.0 △ 3,893 △ 7.8 49,677 100.0
(負 債 の 部) ％

Ⅰ
支払手形及び買掛金 10,251 11,205 △ 953 △ 8.5 12,232
短 期 借 入 金 13,631 20,424 △ 6,792 △ 33.3 23,146
賞 与 引 当 金 405 621 △ 215 △ 34.6 349
製 品 保 証 引 当 金 134 - 134 - -
返 品 調 整 引 当 金 209 - 209 - -
そ の 他 4,646 5,530 △ 884 △ 16.0 4,124
流 動 負 債 合 計 29,279 63.8 37,782 75.9 △ 8,503 △ 22.5 39,853 80.2

Ⅱ
社 債 500 500 - - 500
長 期 借 入 金 5,201 726 4,474 616.3 1,449
退 職 給 付 引 当 金 7,402 7,231 171 2.4 7,178
そ の 他 168 148 19 12.8 43
固 定 負 債 合 計 13,272 28.9 8,606 17.3 4,665 54.2 9,171 18.4
負 債 合 計 42,551 92.8 46,388 93.2 △ 3,837 △ 8.3 49,024 98.6

(少数株主持分)

39 0.1 36 0.1 3 8.3 25 0.1

(資 本 の 部)
Ⅰ 5,773 12.6 5,773 11.6 - - 7,730 15.6
Ⅱ - - 21,940 44.1 △ 21,940 △ 100.0 11,334 22.8
Ⅲ △ 357 △ 0.8 △ 21,161 △ 42.5 20,803 △ 98.3 △ 15,837 △ 31.9
IV 61 0.1 14 0.0 47 335.7 △ 65 △ 0.1

Ⅴ △ 2,135 △ 4.7 △ 3,173 △ 6.4 1,037 △ 32.7 △ 2,490 △ 5.0

Ⅵ △ 64 △ 0.1 △ 56 △ 0.1 △ 8 14.3 △ 44 △ 0.1

資 本 合 計 3,277 7.1 3,337 6.7 △ 59 △ 1.8 627 1.3

45,867 100.0 49,761 100.0 △ 3,893 △ 7.8 49,677 100.0

(平成18年3月期

第3四半期末)

少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金

(単位：百万円）

資 産 合 計

流 動 負 債

流 動 資 産

固 定 資 産

増　　減
前連結会計年度
(平成17年3月期)

当四半期 前年同四半期

(平成17年3月期

第3四半期末)

負 債 及 び 資 本 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

固 定 負 債

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
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２．（要約）四半期連結損益計算書

期別

科目 金   額 百分比 金   額 百分比 金　　額 増減率 金   額 百分比
％ ％ ％ ％

Ⅰ 63,985 100.0 80,292 100.0 △ 16,307 △ 20.3 103,390 100.0
Ⅱ 48,071 75.1 63,034 78.5 △ 14,962 △ 23.7 81,808 79.1

15,913 24.9 17,258 21.5 △ 1,344 △ 7.8 21,581 20.9
Ⅲ 14,873 23.3 18,261 22.7 △ 3,387 △ 18.5 24,625 23.8

1,039 1.6 △ 1,002 △ 1.2 2,042 △ 203.8 △ 3,044 △ 2.9
Ⅳ 660 1.0 690 0.9 △ 30 △ 4.3 1,002 1.0
Ⅴ 1,354 2.1 3,736 4.7 △ 2,381 △ 63.7 4,389 4.2

345 0.5 △ 4,048 △ 5.0 4,393 △ 108.5 △ 6,431 △ 6.2
Ⅵ 297 0.5 27 0.0 269 996.3 208 0.2
Ⅶ 1,448 2.3 5,010 6.2 △ 3,562 △ 71.1 10,551 10.2

805 △ 1.3 9,031 △ 11.2 △ 8,225 △ 91.1 16,773 △ 16.2
318 0.5 5,181 6.5 4,863 93.9 129 0.1
11 0.0 - - △ 11 - - -
- - - - - - 5,104 5.0

0 0.0 △ 14 △ 0.0 15 △ 107.1 △ 27 △ 0.0

1,135 △ 1.8 14,197 △ 17.7 △ 13,062 △ 92.0 21,979 △ 21.3

過年度法人税、住民税及び事業税

当四半期

(平成18年3月期

第3四半期)

前年同四半期

営 業 外 費 用
経常利益又は経常損失(△)
特 別 利 益

売 上 原 価
売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

増　　減(平成17年3月期

第3四半期)

売 上 高

前連結会計年度
平成17年3月期

(単位：百万円）

四 半 期 ( 当 期 ) 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

少数株主利益又は損失(△)

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

営業利益又は営業損失(△)

特 別 損 失
税金等調整前四半期(当期)純損失
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３．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

期別 当四半期

(平成18年３月期

第３四半期)

科目 金   額 金   額 金　　額 金   額

Ⅰ

△ 805 △ 9,031 8,225 △ 16,773

418 665 △ 246 1,030
74 347 △ 273 4,278

△ 98 △ 156 57 △ 106
△ 77 △ 100 23 △ 161
721 762 △ 40 1,129
208 △ 1 210 36

1,389 4,594 △ 3,204 3,258
△ 1,118 7,956 △ 9,074 11,293
△ 3,074 △ 8,009 4,935 △ 8,163

258 1,355 △ 1,096 798
△ 2,101 △ 1,618 △ 483 △ 3,381

77 100 △ 23 161
△ 721 △ 762 40 △ 1,129
△ 5 △ 201 196 △ 184

△ 2,751 △ 2,481 △ 269 △ 4,533
Ⅱ

- △ 202 202 △ 400
200 400 △ 200 400

△ 722 △ 529 △ 193 △ 840
222 199 22 310
2 △ 222 224 △ 262

△ 298 △ 354 55 △ 793
Ⅲ

△ 6,674 △ 46 △ 6,627 △ 2,646
3,970 △ 267 4,237 △ 1,061
- - - 10,000
4 △ 10 15 △ 22

△ 2,699 △ 325 △ 2,374 6,270
Ⅳ 324 △ 6 331 163
Ⅴ △ 5,424 △ 3,167 △ 2,257 1,106
Ⅵ 15,075 13,898 1,177 13,898
Ⅶ

- 70 △ 70 70

Ⅷ 9,651 10,801 △ 1,150 15,075

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う
現金及び現金同等物増加額

現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物期首残高

その他の財務活動による増減額

長 期 借 入 金 増 減 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

株 式 発 行 に よ る 収 入

有形固定資産の取得による支出

短 期 借 入 金 増 減 額

た な 卸 資 産 増 減 額

有形固定資産の売却による収入

その他の投資活動による増減額

投資活動によるキャッシュ・フロー

売 上 債 権 増 減 額

仕 入 れ 債 務 増 減 額

有価証券の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

支 払 利 息

減 価 償 却 費
引 当 金 増 減 額

為 替 差 損 益

前連結会計年度
(平成17年３月期)

(単位：百万円）

増　　減(平成17年３月期

第３四半期)

前年同四半期

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期(当期)
純 損 失 ( △ )

持分法による 投資 損益
受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 増 減 額
小 計
利息及び配当金の受取額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物期末残高

現金及び現金同等物に係る換算差額

有価証券の売却による収入
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４．セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

当第3四半期(自 平成17年4月1日 至 平成17年12月31日) (単位：百万円）
事業区分 周辺機器 ｺﾝｼｭｰﾏ機器 情報機器 消去又は

項目 事　　業 事 　業 事 　業 全　　社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 38,460 21,130 3,951 443 63,985 - 63,985
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 - - - - - - -

計 38,460 21,130 3,951 443 63,985 - 63,985
営業費用 37,219 20,303 3,588 437 61,548 1,396 62,945
営業利益又は営業損失(△) 1,240 827 363 5 2,436 △ 1,396 1,039

前第3四半期(自 平成16年4月1日 至 平成16年12月31日) (単位：百万円）
事業区分 周辺機器 ｺﾝｼｭｰﾏ機器 情報機器 消去又は

項目 製　　品 製 　品 製 　品 全　　社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 53,241 22,180 4,400 469 80,292 - 80,292
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 - - - - - - -

計 53,241 22,180 4,400 469 80,292 - 80,292
営業費用 54,036 20,781 4,408 421 79,647 1,648 81,295
営業利益又は営業損失(△) △ 794 1,399 △ 7 47 645 △ 1,648 △ 1,002

前連結会計年度(自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日) (単位：百万円）
事業区分 周辺機器 ｺﾝｼｭｰﾏ機器 情報機器 消去又は

項目 事　　業 事 　業 事 　業 全　　社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 68,106 28,435 6,139 709 103,390 - 103,390
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 - - - - - - -

計 68,106 28,435 6,139 709 103,390 - 103,390
営業費用 70,431 27,033 6,083 617 104,166 2,268 106,434
営業利益又は営業損失(△) △ 2,325 1,401 55 92 △ 776 △ 2,268 △ 3,044

(注)① 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品名称

なお、これらの区分に属する主要製品は次のとおりである。

区           分

周 辺 機 器 事 業

ｺ ﾝ ｼ ｭ ｰ ﾏ 機 器 事 業

情 報 機 器 事 業 計測機器、通話用録音装置、業務用映像機器、医用画像記録装置
そ の 他 ｿﾌﾄｳｴｱ開発事業､他

②

③ 上記金額は消費税等抜きとなっている｡

その他 計

ﾏﾙﾁﾄﾗｯｸﾚｺｰﾀﾞｰ､ﾐｷｻｰ､ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ、CDﾌﾟﾚｰﾔｰ、MDﾚｺｰﾀﾞｰ、DVDﾌﾟﾚｰﾔｰ

営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、第3四半期会計期間1,396百万
円であり、前連結会計年度1,648百万円である。その主なものは、親会社及び連結子会社の総務･経理部
門等の管理部門に係わる費用である｡

連　　結

当社の事業区分は主に当社製品の使用目的に応じて、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの周辺機器を製造販売する周辺機器事業と
業務用音響機器・一般ＡＶ機器を製造販売するｺﾝｼｭｰﾏ機器事業､計測・映像機器製品を製造販売する情報
機器事業、およびその他に区分している。

主    要    製    品

その他 計 連　　結

その他 計 連　　結

ﾌﾛｯﾋﾟｰﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ､CD-ROMﾄﾞﾗｲﾌﾞ、CD-R/RWﾄﾞﾗｲﾌﾞ、DVD-ROMﾄﾞﾗｲﾌﾞ、CD-R/RW・
DVD-ROMｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝﾄﾞﾗｲﾌﾞ、DVD-R/RW/RAMﾄﾞﾗｲﾌﾞ
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【所在地別セグメント情報】

当第3四半期(自 平成17年4月1日 至 平成17年12月31日) (単位：百万円）
所在地 消去又は

項目 全社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 27,338 15,316 9,133 12,196 63,985 - 63,985
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 26,447 126 144 41,108 67,827 △ 67,827 -

計 53,786 15,443 9,277 53,304 131,812 △ 67,827 63,985
営業費用 51,446 15,321 9,096 53,282 129,146 △ 66,201 62,945
営業利益又は営業損失(△) 2,339 122 180 22 2,665 △ 1,625 1,039

前第3四半期(自 平成16年4月1日 至 平成16年12月31日) (単位：百万円）
所在地 消去又は

項目 全社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 37,354 16,262 12,891 13,784 80,292 - 80,292
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 33,270 101 1,799 38,185 73,357 △ 73,357 -

計 70,625 16,363 14,691 51,969 153,650 △ 73,357 80,292
営業費用 70,753 16,505 15,217 52,050 154,527 △ 73,232 81,295
営業利益又は営業損失(△) △ 128 △ 141 △ 526 △ 81 △ 877 △ 125 △ 1,002

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) (単位：百万円）
所在地 消去又は

項目 全社
I 売上高及び営業利益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 48,019 21,497 16,416 17,456 103,390 - 103,390
(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 40,336 121 2,061 50,694 93,213 △ 93,213 -

計 88,355 21,619 18,477 68,151 196,604 △ 93,213 103,390
営業費用 89,305 21,919 19,316 68,430 198,971 △ 92,536 106,434
営業損失(△) △ 949 △ 299 △ 838 △ 279 △ 2,367 △ 677 △ 3,044

(注)① 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分している。
② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域
(1)米大陸…………………米国、カナダ、メキシコ
(2)欧州……………………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー
(3)アジア他………………マレーシア、シンガポール、インドネシア、台湾、中華人民共和国

計 連結日本 米大陸 欧州 アジア他

欧州 アジア他

欧州 アジア他日本 米大陸

日本 米大陸

計 連結

計 連結
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【海外売上高】

当第3四半期(自 平成17年4月1日 至 平成17年12月31日) (単位：百万円）
販売地域

項目

Ⅰ 海外売上高 16,431 12,198 17,487 3,140 49,257

Ⅱ 連結売上高 - - - - 63,985

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

25.7 19.1 27.3 4.9 77.0

前第3四半期(自 平成16年4月1日 至 平成16年12月31日) (単位：百万円）
販売地域

項目

Ⅰ 海外売上高 17,429 15,545 21,824 7,326 62,125

Ⅱ 連結売上高 - - - - 80,292

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

21.7 19.4 27.2 9.1 77.4

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) (単位：百万円）
販売地域

項目

Ⅰ 海外売上高 23,034 19,909 27,668 7,919 78,531

Ⅱ 連結売上高 - - - - 103,390

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

22.3 19.3 26.8 7.7 76.0

(注)① 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分している。
② 本邦以外の区分に属する主な地域又は国は次のとおりである。
(1)米大陸…………………米国、カナダ、メキシコ
(2)欧州……………………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー、スペイン及び

ロシア他欧州諸国
(3)アジア…………………
(4)その他…………………オーストラリア、ニュージーランド及びその他の地域

その他 計

計米大陸 欧州 アジア その他

台湾、韓国、香港、シンガポール、インドネシア、タイ及びその他のアジア諸国

米大陸 欧州 アジア その他 計

米大陸 欧州 アジア
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